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1方 法 論 の 検 討
会計 理論の形成方 法 には,大 き く分 けて,記 述 的アプ ロー チ と規範 的アブ 買一 チ との二つが ある。
記述 的 ア、ブ ロー チ とは,古 くか ら行 われ,現 在 において も制度 として行 われ ている会計実務 につ
いて,そ れが反復的 に行 われてきたこ とに意味が存 するのだ と考 え,そ の会 計実 務 を説明的 に記述
することによ・っ,て会計理論 を形成 しようとす る行 き方 であ る・ すなわち,こ の アプ ロー チは現在 ま
で行 われて きた会計行為 を観察 して,そ の観察 に基づいて一般化 あ るいは法 則性 を見い出す こ とに
よ って会 計理 論 を形成 しよ うとす る行 き方 であ る。 この アプ ロー チに対 して,規 範 的 アプ ロー チと
は,あ る会計 目的 を仮定 し,そ の仮定 した 目的 を中心に据えた新 しい体系 の会計 を作 りあげ るため
に会計理 論 を形成 しようとす る行 き方 であ る。 この アプ ロー チを採用 する会 計理論 は,現 行 の会計
についての 目的 とは異な る別 の会計 目的 を設定 し,そ こにおけ る原則 を現行 の会計 の原則 とは異に
しで確立 しようとい うものであ る。
機能的規範論 は,会 計 のあ る種 の役 立ち とい う点 か らみて,現 在 の制度 と して行わ れてい る会計
は不充分 に しか役立 た っていない とい う認識 に立 ってい るのであ ろ う。機 能的規範論は,そ の役 立
ちを充分 奉 もの とす るために,会 計 めあ る種 の役 立ちを会計 の中心 目的に据 えて,新 しい体系の会
計 を創造 す縛 く会計実務 の指導 ・改善 を提唱 しよう とする ものであ る。 したが って,機 能的規範論
は,あ る種 の会計機能 を会計 目的 に置 きか えて,そ の置 きか えた 目的 を中心 とした会計 を創造す る
ために会計理論 を演繹的 に展開 する ことに なる。
近年の情報会計論 は会計 の情報機能 を重御 して新 しい会計 の創造 を目指 す・ものであ り,.その理論
は機能 的規範論 として展開 されてい る。 ところで,こ の よ うな新 しい会計体 系 を提 唱 しよう とす る
人々の多.くは 自 らの理論形成に 当た って記述的 な会計 理論 を否定す 為 ことか ら砿 じめ る。た とえば,
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ベ ドフ ォー ドは情報会計論 の提 唱 に当た って,記 述 的な会計 理論の形成方法 に疑 問 をなげか けて次
の ようにのべ ている。 「従来,会 計学は その展開が企業 の実際問題 に こたえるた めの ニー ズに よ っ
てモチベー トされて きた とい う帰 納的性格 を持 ってい る。結果 として,伝 統 的 な会計理論は実務家
に よって行 なわれて きた種 々の会計 実務 を一 般化 する記述論 として展開 されて きた。 しか し,特 殊
な会計実務 に基 づい て理論 の一般 化 を もた らす帰納法 は,会 計 学の発 展に大い に貢献 して きた もの
では あ るけれ ど も,会 計 の知識体 系 とい うものがは じめか ら当然 に存在 す るのだ とい う仮定 や問題
が知識 を発 見す るの だ とい う仮 定に基づ く理 論形式方法 である。 ……帰納 法は 新たな会計知識 の形
成 を行 な うものでは ない。帰納法 は,… …過 去の会計実務 の記述 を行 な って きた だけであ る。 それ
ゆえに,帰 納法 に基 づ く発見 のプ ロセ スに よ って展開 されて きた伝 統的 な会計理論 は環境 の変化に
くり
即応 してゆ こ うとして も会計知識 の体 系に必 要 と され る変化につ いてゆけな くな るの であ る。」
また,チ ェンバー ス も記述 的会計理論 を批判 して次 の ようにのべ て いる。 「あ る比 較的 よ くで き
てい る記述的研究 においては,通 則 や命題 を歴史的根拠 に基 δいて正 当化 しよ うとしてい る。 そし
て,こ の方 法は会計人 の間 で習慣 にな ってい る。伝統 的会計学 の主唱著 たちは,し ば しば,理 論 の
正 当性 を広 く用 い られ てい る実務 に求め る。 しか し,古 くか ら行 なわ れてきだか らどい ってづ その
こ とが正 当性 を判断 す る基 華 とな るはずはないの であ る。他 の技 術の歴史 ほ古 くか ら行 なわ れて き
たこ とが は じめか ら実 務的に疑 わ しい と指摘 され さえす る。 ……いかな るばあ いにおいて も,歴 史
に訴 え るこ とは不必要 であ り,つ つ しむべ きこ とであ る。 それは,単 に試 行錯誤 の結果受 け入 れ ら
れた通則が その理論 の中で名誉 あ る地位 を得 た とい うことを示 す けれ ども,'より有益 な会計 の体 系
　
を考案 す る余地 をな くして しまう。」
機能 的規範論は制度 として行 なわれてい る会計の 目的 とは別 の もの を会計 目的 に据 えて,そ れを
中心に して,現 行 の制度会計 とほ まった く異 なる新 しい会計体 系 を提 唱す るもの であ る。 そのため
であ ろ'うか,機 能的規範 論 を形成 しよ うとす る者は,い ぎおい,伝 統的 な理 論形成方法 を否定す る
ことか ら始 め る気 に な るのか もしれない。 しか し,新 しい会計体系 を提 唱 しようとす るか らとい っ
て,な に も従来 か らの会計体系 を全面 的に否定 しなければな らない とい うものではないであ ろ う。
説明的記述論 は古 くか ら現在 に至 る まで 行 われて きた会計 実務 について経験 的観察 に よっ『て理 論
を形成 す るものであ るか ら,新 たな会計知識 の形成の ためには役立 たない しジ たえず変化 して いる
環 境 に即応 しえない理 論 であ ることは確 かであ る。 しか し,だ か らとい って,・この理論 の彦成 が無
意味 であ るとい うこ とにはな らない。説明的記述論 は制度 会計 の広い基礎的事実 につ いて深 い理解
ゆ
をな さ しめ るための基 礎 を提供 す るものであ り,大 いに意味 のあ る理 論であ る。 これに対 して,会
計 お よび会計学発展 のた めにぽ,現 に行わ れてい る会計実務 を乗 りこ'えて 新 ら しい展開の可能性 を
求め る ことも必要 とな るであ ろ う。 この会計の改善 ・発展 の任 にあた るめが機能 的規範論 であ る。
すなお ち,'機能 的規範論 は会計 の将 来の発展 の道標 とな る基礎 を提供 す る・という ことにおいて大い
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に意味の あ る理論 であ る。
説明的記述論,機 能 的規範 論 それ ぞれにその任 務 を分担 して存在意味 が存す るの であ って,二 方
が他方 を否定 した り,駆 逐 した りして,二 者択一 しな ければ な らない とい うもの では ない。一人 の
論者が あ るときには説 明的記述論 を,ま た,別 のあ るときには機能 的規範論 を展開 して良いはずで
ある。以下,本 稿 では,機 能 的規 範論 として の情 報会計 の試論 を展開 したい。
H目 的別会計の提案
現行 の会計 においては原価 主義 に よる財務諸表 が作成 されている。 この原価 主義財務諸表 が利害
関係者全体 にひ とし く役立 って いる'とす る見方 があ る。 しか し,ひ とつ の財務諸表 がすべ ての人々
に同 じように有用な情 報 を提供 しうる ものであ ろ うか。 この点 につ いて レヴズンは次 の よ うにのべ
ている。・r投資家,信 用併与 者,顧 客:,労働組合,あ るいは一般大衆 をさえ も含 む利害 関係者 集団
は企業 の社会 的活 動 を評価す るために会計 資料 を用 いるであ ろ う。 これ らのグループの それぞれ が
どの特殊 な意 思決 定 モデルを用 い ようとす るのかわ か らない し,ま た,彼 らのそれ ぞれ の人 々が同
じ意 恵決 定 モデ ルを用 いる とい うことを示 す証 拠は ほ とん どない。 む しろ反 対に,会 計報告書 の潜
在的利用者 が異 なる とすれば,そ の個 々の人 々の 口的が単 一 の全体的意 思決 定モデル に よって同時
くの
的に満た される ことは めず らしい こ とであろ う。」 す なわ ち,そ れぞれ の利用者集団 に よって用 い
られる意 思決定 モデルが異 な るとすれ ば,そ れぞれの モデ ルに よって求 め られる情 報は質的 に も量
的に も異な るはずであ る。
この よ うに質的に も量的 に も異 な って要求 され る情報 をすべ ての人 々に役 立つ ように盛 りだ くさ
ん提供 す ることに しては ど うか,と い った見方 がないわ けではない。 こ うした考 え方 の代表者 とし
てはエ ドワー ズ,ベ ル,チ ェンバー ス,ベ ドフ ォー ドな どが,ま た,こ れに類 す る もの と し て
ASOBATが あげられ よう。
た とえば,土 ドワ ー ズ ・ベルは,「資産 の評価 に当た って,現 在再調 達原価 を もって示す システ
てらエ
ム」 を提案 す る。 チ ェンバー スは,「財産項 目の現 在現金換金法 と呼 びたい と主張す る計 測 シ ス テ
幽 を提案する。ベ ドブ。_ドは,「再認腱 原価 正戦 現可能価値,主 観何磁 織 り込んだ混合
の
システム」 を提案す る。彼 らの提案 は,現 行 の歴史 的原価 に基 づ く会計報 告書 について,情 報提供
とい う而か ら見 た量的 ・.質的欠点 を緩 和す るため に代替 的な計測基礎 を織 り込 む会計報 告書 モデル
を提案 す る ものであ る。 また,・ASOBATは,「伝 統 的な外 部会計 報 告書 は多棚式,多 元評価方 式
ゆ
にあらため られるべ きである」 と主 張す る。 ただ,現 在 の ところ,委 員会 は歴史的 原価 に よる計 測
方法 を用 いて作成 した ものに,現 在原価 を計測方法 として作成 した もの を加 えた多欄 式会計 報告書
の開示 を提 案 し て い る が,「この会計報 告書 の様式 は他の計測方法 を も織 り込 んで さ らに拡張 しう
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る」 としてい る。
しか し,公 開 する情報 は量的 ・質 的に拡大 しさえずれば良い とい うものでは ない。多 くの情報 利
用者 のため にいろいろの種類 の会計情報 を混合 し』てすべて開示す ることは情 報過多に陥 って レまっ
て,自 分 自身 に必要 な会計情報 を見お ≧す ことに もな りかね ない。三億 円の犯人が つか まらずに,
迷宮入 りにな って し まった理 由のひ とつに,情 報過 多であ った点があげ られてい るが,こ れは不必
要 な情報 の多 くがデー タに組み入 れ られ,賢 明 な捜査 の 目を くるわせて しまった好例 といえるであ
ろう。事件解決のためにはそのために有効な情報の吟が必要なのである・不必要な情報がまぎれこ
む弊害 こそ問題 なのであ って,情 報は その利用 目的に合致 した ものが選ばれな ければ な らないはず
である。
ところで,近 年の情 報会計論 はいか なる 目的で展 開 されるの であろ うか。 この点 について もう一
度 思い出 してみ.ることが挙要 であろ う・現行の制度 会計は・分配可能利益算定 を主 目的 として行 わ
れてい る会計 であ る。 この会計 は情 報提供 ζい うことについて も用ヤ・られて いる。 しか し,こ の会
計 は その 目的 を充 分にはた し うるような体系にはな っていない。 そ こで,情 報提供 と、い う機能 を重
視 し,こ の機能 を会計 の中心 目的に据え て新 しい会計体系 を創造 レよう,と するのが近年 の情報 会
計 論 であ ったは ずであ る。機能的規範 論 としての情報会計論は現 在の会計 は分配可能 利益算定 目的
の会計 であるので,情 輯提供 目的 とい うことを考 えるな らば,新 しい別の会計体 系 を創造すざ きで
あ る と主張 す る ものであ ったはずであ る。すなわち1会 計 の口的が異なるな らば,会 計 の体 系は異
な ると考 えた こ とから出発 したは ずで南る。 た とえば,研 と昔 も,.ふた昔 も まえに求め られて いた
財産 の担保 力 を見 る とい うことを会計 目的 として選 んだぼあい と,経 営意志決定 とい うことを会計
目的に選択 したば あい とで は,会 計の体系は異な った もの となるはずであ る。「いか なる会計体系
も広範 囲のすべ ての利用者 に同 じように適切 である とい うことはない……。 ひ とつの グループに適
くゆ
切な情 報 も他 の グルー プに とって不適 切であるか もしれない。」 のである。 あるひ とつの会計報告
書 がすべての グループの利 用者 に同 じように役立 つ とは限 らない。ある 目的 のために作成 され た会
計報 告書 はその 目的のためにのみ有効性 を持つのであ って,別 の目的のために充分 に役立 つ とはか
ぎ らないのであ る。 あ る もの を他 の何 か別 の目的のために役立て たいとす るな らば,そ の 目的 に合
致 した もの を別 に求め るべ きであろ う。 すなわち,会 計報 告書 は利用す る 目的 の別 にそれに適 した
ものが求 め られ.るべ きであ ろう。
皿 先駆者的情報会計論の欠陥
会計 の機能 のひ とつに経 営意思決 定の評 価 とい う機能 が存在す ることについて一般 に加 われてい
る。 しか し,ま た,現 行 の会計 が その機能 を充分 にはた していない こと もしば しば指摘 されてい る。
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エ ドワー ズ ・ベルは会計 の役立 ちについて 「……経営 意思、決定 を評価 する手段 と して役立 て られ,
それに よって,ω 生 産過程 における当期 の事象 を統制 し,〈2)将来 におけ る意思決定 をよ りよい も
くコゆ
のに し,(3)将来 におけ る意 思決定方法 その もの を改善 す るこ とに貢献 す るこ とである。」 とのべ て
いる。彼 らは,会 計 における経営意 思決定 の評価 とい う機能 を強調 し,そ して,経 営 意思決定 の評
価 とい う会計機能 を会計 の主 目的 に据 えた新 しい会計理論 を規範 的に展開 しようとす る。
彼 らは,経 営意 思決定 の良 し悪 しは利益の多寡 に よって示 され るこ とになる とみて いる。 ただ,
ここでい う利益 は制度 として行なわれて いる現行会計 において算定 されてい る分配 可能 利益 とい う
意味 の利益 ではない。会計 にお ける概念 は会計 の主 目的 との関係 に おいて存在 す る ものであ り,「会
計の 目的 が企業 内部における意思決定 プ ロセ スに役 立つ こと,特 に,利 益 の追 求に役立つ ことであ
るとすれば,… …過去 の意思決定が正 しか ったか誤 りであ ったか を真にかつ現実的 に計測 し,そ う
し噺 た臆 鰍 定形 成に役立つような禾・溢 概念が求められなければならな、覚 すなわら,衡
　
が この 目的 との関係 において求め る利益概 念は 「・…・標準以上 の意 思決 定能 力に対 する報酬 ……」
と規定 される ものであ る。
彼 らは意 思決定 のために経営 活動 を操 業活動 と保有活動 とに区分 して検討 すべ きであ る とする。
そして,経 営利益 を操業活 動か ら生 ず る操業利益 と保有活動 か ら生 ずる保有利 益 とに分 けて論 じよ
うとする。 これ ら二 つの利 益は,互 いに異 な った意 思決定 の結果 であ る。企業 が,… 方 の手段 に よ
って利益 を獲得 しようとする動機 と他方 の手段 に よる動機 とは異な る し,ま た,利 益の獲得方法 に
関する事象 も互 いに異 なるので,二 つの タイプの意 思決定 を適切 に評価 しようとす るな らば,こ れ
ら二種類 の利益 を注意深 く分離 する ことが必 要であ る。 そ うしなければ,保 育活 動の効果 と操 業活
動の効果 とを混同 して しまい,そ の結果,企 業 の生産 活動に関 する意思決 定につ いて適切 な評 価 を
行な うことがで きな くな って しまう,と い うのであ る。彼 らに よれば,保 有利益は 「インプ ッ トを
　
使用 するよ りも前 に取得 した ことに よって原価 を節約 した……」 と言 う意味 の 利益 であるのに対 し
て,「操業利益 は,… …製品売上 に よる当期 の収益 が……生産 要素 の… …原価 を補 償す るにた る か
否か を示す もの であ り,… …あ る特定の期 に こうい う利益 が存在 する とい うことは,企 業が 長期的
く　
に営 まれ ることを示 す もの であ る。」 保 有利益 は使 用前 に イ ンプ ッ トを取得 しておいた こ と に起因
する利益 であ り,保 有活 動の評価 に役立 つ利益概 念であ る。 また,操 業 利益 は生産諸要素 の原価 を
補償する ことを示 す利益概 念 であ り,現 在の条件 の もとで生産 活動 を継続 すべ きか否か を判断 する
ために役 立つ利益概念 であ る。 そして,彼 らに よれば,操 業 利益は実現主義 に よって もとめ られる
ことにな り,当 期実現 可能保 有利益につ いては実現可能主義 に よって認識 される ことにな る。
だが,彼 らが こうした利益概念 を選択 した本音は別 の ところにあ る。彼 らは本 当の理 由 を次の よ
うにのべて いる。「経営 利益は……一 般に認 められた現行の会計 の諸原則 に違背 する と こ ろ が少 な
くユ　
いとい う実 際問題 と結 びついた利点があ る。 ……」 と。 これ では建前 と本音が 矛盾 して し まって い
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る。彼 らの主張の中心は会計資料 を企業 内部の 目的に役立 たせ る ことにあ ったはずである。 そのた
めに従 来の会計 に とらわ れない新 らしい会計 の創造 をめざ して会計理論 を規範的 に展開 しようとt.
ていたはずであ る。 しか るに,彼 らは,現 行 の会計 を意識 して,そ の主張 を まげ で しまっている。
なの
彼 らは 「会計 資料は外部 の人 に役立 てて役 立たない こ とは ない… …」 として外部 利用者 のために も
会計資料 を役 立て ようとする。 そのために,彼 らに よって作成 される会計資料 は 「・…歴 史的原価
　
資料 を補足 す るた めの期末調整 を行 な う……」 こ とに よって求め られる程度の ものにな って しまっ
てい る。 この ことは彼 らがは じめに 口指 した ・「……個 々の価格変動が生 ずるつ ど記録 し,相 互に関
ゆ
連 づける ことので きる……」会計体 系か ら大幅に後退す るこ とに な りさが って しまってい る。
彼 らの主張 において,主 と して取 り上 げ られ,論 じられて きた こ とは経営意 思決定 の評価 とい う
ことであ ったはずであ る。 それに もかかわ らず1彼 らは,彼 ら自身が副次 的 とみ る ことのた めに会
計資料 を役 たザ よ うとす るの である。 この ために彼 らの求 め る資料は彼 ら自身が い うよ う に,「歴
ゆ
史 的原価 資料 を補足 す る・…・・」 ものに終 わ、って しまって いる。 この点,彼 らの主張は,主 目的 のた
めに役 立て られ るべ き資料が副次的 目的 のための補足 資料であ るとい う矛盾 をひきおこ して いる。
この ような提案 は実行可能 性 とい うことに 目が くらんで,現 行の会計 と自己の主張 する会計 との妥
協 をはか ってし まった もので,残 念 なが ら不徹底 な ものに終 わ って し まってい る。
会計 の重要 な機能 のひ とつに経 営効率 の計 測 をあげ る者 としてベ ドフ ォー ドがあげ られ る。彼は,
会計 をひ とつのプ ロセ ス として,あ るいは開示 され る情報 とい う観点か ら検討 される もの であ る と
の
して,会 計 とは コ ミュニケー シ ョン ・プ ロセ スである と規定 する。.
彼 は,経 営効 率の良 し悪 しは獲得 した利益 の多寡 に よ って判断 され るとす る。す なわ ち,経 営効
率の良 い経営 者は経 営操作が行 なわれてい る状況 に おいて よ り多 くの利益 を獲 得 した管理者 であ る
とい うことに なる し,経 営効率 の悪 い管理 者は少 ない事業利益 しか獲得 しえなか った管理者 である
ゆ
とい うことにな るであ ろ う。
管理 者の経 営効率の良 し悪 しを評価 す る方法 には種 々の方 法があ るだ ろうが,ベ ドフ ォー ドは 予
測 された将 来の利益 と獲得 された過 去の利益 との関係 を開示す る方法,す なわ ち,事 前 の利益 と事
　
後の利益 とを比較 する ことに よって,管 理者の経営効率の良 し悪 しを評価 す る方法 を提 案す る。彼
は,事 前の利益 と事後 の利益 との差 異 を分析 す ることに よって管理者の経 営効率 の良 し悪 しを 明 ら
かに しょうとい うのである。経営効率 の良 し悪 しは獲得 した利益 の額 や率に反映 される もの であ り,
それゆえに,利 益決定 の最 も重要 な役割 は管理者 の成功 ・不成功 を公開す ることであ る,と い うの
であ る。彼 の求 める利益概念 は経営 者の効率 の良 し悪 しを評価す るための 「手段」'・としての利益な
のであ る。
彼は利益概 念 を規 定 するばあい,「操作主義」 に よるべ きであ る とする。す なわち,彼 は,利 益
　
とは,経 営 の利益創 出操作(活 動)と の関係 か ら規定 され るもの である とす る。彼 は,経 営の利益
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創出操作(活 動)を,用 益 の酬 尋,用 益の利凧 取得用益 の酬{合,1・1溢の販売,の 各操 作(活 動)
　
に分 けて個別 的に検 討する。 彼 は利益 の計 測原則 と して,ま ず,「費用 ・収益 対応の原則」 を も ら
だす。 ただ,彼 の考 えるこの原則は今 卜1一般 にいわ れて い る費用 ・収 益対応 の原則ではない。彼 は,
今 口行 なわれてい る費用 ・収 益対 応技術 を ヒン トとして 自 らの利益計 測原則確 立のために,そ の技
術に手 直 しを くわ える。彼 は利益が創出す る操作(活 動)ご とに対応 技術 を用いて 「操作利益」 を
求め,各 操作 ご との経営効率 を計測 しようとする。 その ために彼 は,収 益は実現 した時に認識 す る
のではな く,各 操作 が完了 した時 に認識 し,こ れに対応 する費 用 を認 識 しよう とい うのであ る。 そ
して,彼 は こうした利益について 標準 とか予算 とか を求 め,か つ実 際値 を求 め,こ れらにつ いて
差異分析 を行 な うことに よって,経 営効 率の計測 を行 な お うとい うのであ る。
この ような彼 の提案 につい て,会 計の本質 を完全に変 えて しまうものであ ると観 察す る者 がい る
か もしれないが,彼 の提案は彼 自身が述べ ている よ うに,「……古 い会計の内容 も非常 に多 くの部
分が保存 されてい るのであ るか ら,会 計職能 の革命 とい うよ りは,会 計職能 の拡 張 とい うほ うが適
　
当である……。」 すなわ ち,'彼の提 案は会計 の革命 ではな くて,会 計領域 の拡大 を提案す る もので
あ る。彼 はあ くまで も会計 担 当者が作成す る現行 の財務諸表 を基礎 として,そ れに補足デー タを追
加す ることを提案す るのであ る。 彼の求め'る会計情報 は 「新 しい レベルの情報 であ って,新 しい タ
　
イブの情報 ではない。……」 ので ある。彼 の会計理論 は決 して新 しい会計 を作 り直 そ うとす る もの
ではない。わ ざわ ざ経営効 率の計測 とい うこ とを会計の 目的 に据 えて新 しい会 計体 系の創造 を目指
して機能 的規範 論 としての会 計理論 を展開 しようとしたに もかかわ らず,そ れ程大 きな発想 の転換
を示 してい ないのであ る。
会計 の重要 な機能 のひ とつに経営 の将来 の予測 とい うこ とが あげ られ うる。 この会計の機能 を重
視 した会計体系 の創造 をめざ して会計理 論 を機能 的規範論的 に構成 しようとす る者 として レヴスン
があげ られよ う。彼 は,あ るひ と種 類の会 計報 告書 がい ずれ の利害関係者 に も同 じように有 用であ
る,と する全体 目的 アプ ロー チに疑 問 を もって いる。'彼はあ る 口的 のために作成 された会計報 告書
は その 目的 のためにのみ有 用性 を持 つのであ って,別 の 目的のためには不充分 に しか役立 たない と
　
み るのである6あ る人のために作 られた もの を他 の人が何か別 の目的 のために役立 てたい とす るな
らば,そ の 目的に合致 した会計報 告書 を別 の方 法で作 り出すべ きであ る。 すなわち,彼 はある特 定
のグルー プについては特 定の会計報 告書 が必 要であ るとい うの であ る。 ここでジ彼 は特定 の利 用者
　
グループ として長期持分投 資家 を選択 し,彼 らのために役 立つ会計 の創造 を提案 す る。
彼 は,投 資家 は主 として ω 投 資か ら期待 される将来 の配 当フ ロー を見積 る こと,(2)これ らの
　
フローに関す る リスク,に 関心 をもってい る,と 仮定 する。彼は投資家 に情報 を提供 す るばあい,
提供 を検討 す る もの として二つの ものをあげてい る。ひ とつは 「直接 的予測情報」 であ り,他 のひ
とつは 「予測の ためめ参考情 報」 である。 ただ,彼 は,次 め理 由か ら 「直接 的予測情報」は その対
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象 にな りえない とする。
1予 算 の開示に よって競争相手 に将 来の計画 に関 する情報 を提供 する ことか ら損害 を被 るの で
はないか とい う恐 れがあ る。
2合 理 的な見積 を展 開す る為 に必要 な予測手続 とこれ らの予測 を検討 するために必要 な予算監
査手続が現在 の ところ存在 しない。
3予 測 を報告 す る とい う・考 え方が 一般的な実務 お よび現在 の法 的考 え方 に反す る。 ・
彼 は,企 業 の将 来に何か変化が起 きるばあい には,そ れに先 だ って何 らか の先行 指標 があ らわ れ
　
るは ずであ ると考 える。 この先行 指標 とな る もの として,彼 は,再 調達原価 の変動 をあげてい る。
それは,保 有利益 の生 ず るような再調達原価 の変動は企業の将来 の収益 力 を反映す る と考 え られ る
か らであ ろう。
彼は,企 業 の将来 の予測 とい う目的 のため に,再 調達原価 に よる計 測 を主張 する。 したが って,
彼 は 「利益」 といえば,再 調 達原価利益 を念頭 にお くことになるであ ろ う。 ここで,彼 はエ ドワー
ズ ・ベルに なら って,「利益」 について操業 利益 と保有 利益 とに分 けて検討 する。 それに もかかわ
ゆ
らず,彼 は,エ ドワー ズ ・ベルが これ らを利益 であ るとした説 明 ・理論 的合理化 を拒 否す る。・ただ,
彼 は これ らを利益 でない と考 えてい るわ けでは ない。 利益 であ る との説明 ・理論的合理化 の方法 が
エ ドワー ズ ・ベル と異な る とい うの であ る。 彼は1投 資家 とい う ものは将来 の経営 フロー に関 心 を
もってお り,そ のために会計資料 を役 立て たい と考 えている とい う仮定か ら出発 している。 したが
って,彼 か らみれば,利 益についての説 明 ・理論的合理化は この観点か らな されるべ きである とす
るのは彼 の主張か らして 当然の ことであ ろ う。 レヴ スンの設定 した会計 目的 とエ ド・ワー ズ ・ベルの
設定 した会計 目的 とが異 なる ことか らすれば,両 者の 「利益」 概念が異 な っていて 当然 の ことであ
る。設 定す る会計 目的が異 なるな らば,そ の 目的 を中心 として論 じられ る会計理論 は異 なる し,ま
た,そ の会計理論 を構成 す るための 「利益」概 念 も異 なる ことにな るであ ろ う。会計 の基礎概念 で
あ る 「利益 」概 念 をどの よ うに観念 するかが構成 される会計理論 を異な る ものにするのであ り,会
計 理論の相違は出発点 となる基礎概念,す なわち,利 益概念 をどの よ うに観念 するかの相違 か ら生
ず る もの である。 したが って,レ ヴ スンの掲 げる会計 目的 とエ ドワー ズ ・ベ ルの掲 げる会計 目的が
異な るな らば,両 者の唱 える会計理論が異 なるの は当然 であ り,ま た,会 計理論 の基礎に ある利益
概念 が異 なるのは 当然 であ る。
エ ドワー ズ ・ベルは利益 を操業活動 にかか る もの と保有活動 にかか る もの とに分 けて,特 に,後
者 を実現可能原価節約 と よんでい た。 レヴス ンも彼 らにな らって,,この用語法 を用 いて利益概念 を
検討 して いる。 エ ドワー ズ ・ベ ルの用語法は,た とえば,実 現 原価節約 とい う語,お よび これ を利
益 として取 り扱 うことは まさに,保 有活動が いかに原価 を節約 したか を知 る うえで適切 な語 である
とい えよ う。 しか し,保 有利益 を取 り扱 うとして も,レ ヴスンが この原価節約 とい う用語 を使 用す
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ることは不適切 であ る。将 来の フロー を予測す る ことが会計 の 目的 であ るとする レヴ スンの会計理
論に とって原 価節約 とい う語 を使用 しなければ な らない理 由は存在 しない。 会計 目的 に合 わせた利
益の概念 お よび用語法が求 め られ るべ きであ ろ う。 すなわ ち,レ ヴスンのばあい,将 来 の フロー と
い う意味 の利益 とその用語法 とが結 びつか ないのであ る。 また,後 で述べ る ように,将 来 めフ[}一
に転換 する可能性 がある部 分は,す でに実現 して し まってい る保有利益 では ないはずで,将 来 実現
する可能 性 がある未実現 の保有 利益部分 であるはずである。 レヴス ンは両者 を合 わせたすべ ての保
有利益 を取 り上げ る会計体系 を提案 してい るけれ ども,こ の会 計体系は 自か らが掲 げた会計 目的 と
一致 しない会計体系 であ る。
以上,経 営 意思決 定の評価 を目的 とす るエ ドワー ズ ・ベ ルの情 報会計論,経 営効 率の計測 を 目的
とするベ ドフ ォー ドの情報会計論,経 営 の将来 の予測 をめ ざす レヴズ ンの情 報会計論 について紹介
した。 ただ,彼 らの会計理論 は まだ不完全 であ る。.そこで,こ れ らの目的 に合 致す る新 しい会計体
系の創造 のた めに,彼 らの会計理論 を基 に して,試 論 を展 開 しよう。
Ivr利 益」 とその計 測体系 ・
会計上 の概念 として,全 体 目的に有効 な単一の概 念 を確立すべ きである との革張 がないわ けでは
ない。 しか し,こ れ までのべ て きた ように,会 計 目的 が異なれば,'その目的 を達成 するための手段
は異なる し,そ の手段 に よって求 め られる概念 が異なる ことにな るで あろう。
た とえば,「資産」概念 な どは,会 計 の 目的 を何 に求 め るふに よって,大 き く変わ る ことになる
であろ う。 先に,現 在 の会計 の主 日的 は分配可能 利益の算定 であ ると説明 したが,現 在,「資産」
として取 り扱 われている ものは,そ の目的 のゆ えに 「資産」 なのであ って,仮 に,会 計の 目的 を,
すでに古 い 目的であ るが,財 産 の担保 力 を見 る,と い うことに求 める としたら,現 在 の会計 の 目的
のゆ えに存在 す る繰延資産 は存在 しない ことにな り,「資産」概念 も異 な った もの とな るであ ろ う。
また,会 計 情報 の量的拡 大 とい うことに会計 目的 を求 め ると'した ら,現 在は 「資産」 として取 り扱
われていない リー スとい った もの も 「資産」 として取 り扱 われる ことにな り,'r資産」 の概 念 も変
わることになるであろ う。現行の会計 における 「資産」 は現行 の会計 の 目的 のゆえに存在 す るので
あ り,仮 に,会 計 目的 を現 行の会計 目的以外に新 し く求 めると した ら,そ の会 計は現行 の会 計体 系
とは異 なる体系 となるのであ り,そ こにおける概 念は現行 の会計 におけ るもの と大 いに異 な りうる
であろ う。「概念」 は会計 の 目的 に よって大いに異 な り.うるも・の であ るが,会 計 におけ る用語 も会
計の目的 とよ く関連 した ものが選 ばれなければな らないであろ う。 た とえば,時 価 値上 り益 につ い
て 「評価 益」 とい う語 を当て るのは,「評価損」 をと りあげてい る制度会計にお ける用語法 であ り,
これ を 「実現可能原価節約」 とい う語 で表現 するの砿あ る情報機能 を重視 した情報 会計論 に おける
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用語法 であ る。'・用語法 もま.た,会計の 目的 との関係 において適切 な ものが選ば れなければ な らない
であろ う。.■. .、・ ・;ビ.
会計に おける概念は,会 計の主 目的 との関係 において存在す る ものであ り,会 計 の主 目的 が異な
るな らば,.そこ.において見 られ る諸概念は会計 の 目的 ごとに異な っていて さしつか えないセあ ろう。
それは利益概念 につい て もいい うるのであ って,仮 に,・会計 の主 目的 が異な るな らば,利 益概念 も
　
また この会計 目的に役 立つ よ うな ものが選 ばれなければな らないで あろ う。 会計 を経営 意 思決定 の
評価,経 営者 の責任表明ゴ・経営 の将来 の予測 とい ったこ どに用 い るな らば,,それぞれの 目的 のため
に有効な 「利益」概念が求 め られなければな らない であろ う。会 計にお ける概念 は会計 の主 目的 と
の関係に おい て存在 す るもので あ り,会計 の主 目的が異 なるな ら'ば,そこに おい て見 られ る 「利 益」
概念 はそれぞれの 目的 ごとに異な るこ どになるであろ うbそ して,そ の 「利 益」;を求 め る会計の体
　
系 もその 口的 ごとに異 なる こどにな るであろ う。
会 計は 「……経営 意思決定 を評価 する手 段 と して役立て られゴ それに よo'て,生産過 程に おける
当期の事象 を統制 し,将 来 における意 思決定 をよ りよい ものに し,将 来 におけ る意 思決定 その もの
を改善 する……」 ために用 い られ うる5経 営意志決定 の良 し悪 しは利益 の多寡 に よって示 め される
であろ う。 ここにい う利益は 「会計の 目的が企業 内部 におけ る意志決定 プ ロセスに役 立つ こと,特
に,利 益 の追求 に約 立つ こどで ある とす れば,,・∵ ・過 去の意志決 定が正 しか ったか,誤 りで あ った
　
か を真 にかつ現 実的に計測 し,そ うした新 たな意志決 定の形成 に役立つ ような……」 ものか求め ら
れなければな らないであろ う。 したが って,こ のばあいの利益 は,'エドワー ズ ・ベルがい うように,
　
「……意志決 定能 力に対す る報酬 ……」 と規 定 さ'れる ものであ る。 ただ,現 行 の制度会 計 は この利
益 を算定 しうる体系にな ってはいないので,仮 に,;経営意 思決定 の評価 とい う'目的 のため に この利
益 を算定 したい と考 えるな らば,現 行の制度会計 とは異 な った別 の体 系の会計 を創造 す るこ とが必
要 であろ う6
経 営者 は,ま ず,経 営意 思決定 にあた って,目 標値 を決 め る。 この目標値 は経営計画 を立て るに
あた って詳細に分析 され,予 算,標 準 原:価,販売 予測 とい った形 で示 される こ とに なる。 そして,
目標値 と実際値 とを比較 し,そ の差 異分析 を行 な うことに よ って,統 制可能 な もの と統制 不能 な も
の とを識別 し,統 制可能 な ものに ついては実際値 を目標値 に近 づける ことが できる よ うに,'統制不
能 な ものについでは将 来計画 その ものを修正 する;と が必要 であ ろ う。 この よ・うな経 営意 思決定 の
評価 の ために会計 を用い ようとす るな らば,会 計 は 目標値 と実 際値 との比較 がで きるよ うな体系に
作 りか えなければな らない であ ろう。 た とえば,先 にみたエ ドワー ズ ・ベルは経営意 思決 定の評価
の ために,・新 らしい会計体 系の創造 を提案 してい る。彼 らは,こ の 目的 のため に経営活動 を操業活
動 と保有活動 とに分 けて検討す る。
彼 らは 「経営者 が行 な う経営 意思決定 は,く1)ある時点 において どれだけの価値 の資産 を保有す
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るか,② これ らの資産 を どの よ うな形態 で保有す るか,(3)保有資産の資金 をどの ように調達 す る
ゆ
か,の 三つか らな ってい る」 と仮定 する。 それゆえに,彼 らは,特 に保有活動 についての評価 とい
うことに重点 を おいてr保 有 利益」 が認識 で きる ような会計体系 を提案 する。 ただ,経 営 者が行 な
う経営意 思決定 を上記の ような ものだけに限定 する必 要はないであろ う。 また,先 に見 た ように,
現行会計 を意識 した利益概 念 を念頭におい てお く必要 もないであろ う。 目標値 を決定 し,実 際値 と
の比較 を行 ない,そ れに よって経営意思決定の評価 を行 なお うとい うのであれば,経 営活動 を操業
活動 と保有 活動 との二 つに大別 するのみな らず,ま た,現 行 の会計 を意識せずに,種 々の活 動につ
いて賑 働 縦 し渓 際戚 砒 較横言寸を行なうこと秘 要であろ魏 たとえば,その趣旨暇
なるが,ベ ドフ ォー ドは経営効率 の経営 外への開示 の提案 にあた って,利 益 を生 む活動 を,用 益 の
取得,用 益 の利用,取 得用益 の再結合,用 益 の販売 とい った活動に区分 してい るが,む しろ,こ の
ような種 々の活動 について経 営意思決定 を行な うことが必要 であ ろ う。
経営 にお ける利益 は販売 活動や保 有活動か らだけ生 ずるわけではない。 だ とえば,用 益 の取得 の
段階 におい て も生 ず るであ ろ う。仮 に,用 益 を取得す るばあいに,そ の取得価 格が他企業 が一般 に
支払 っている価格 に比較 して割高 であるか,割 安であ るか,を 知 る ことは取得 活動につい ての経営
ゆ
意思決定 の評価 の ために大いに有効 であ ろう。 この ことが承認 されるな らば,用 益 の取得価格 につ
いて目標値と実際値との差異分析が行ないうるような会計体系を創造することが必要であろ男
さ らに,取 得 した用益 を用 いての製造活動 において も利益 は生 ずるはずであ る。 すでに よ く知 ら
れてい るよ うに,製 造 活動につい て,標 準原価 の設定は経営意 思決定 のために有効 な ものであ る。
このばあい,設 定 した標準原価 と実際値 との差異分析 を行ない うる ような会計 体系の創造 が もとめ
　
られるであ ろう。
また,販 売活動 において も利益 は生ず る。 ただ,こ の ようにい うのは一般に収益は販売時に実現
する といわれてい るこ ととは異 なる。経営意 思決定 のためには売上 と売 上原価 との差額 を利益 とし
て認識 する必要 はない。売上 と売上原価 との差額 を利益 と見 るのは会計の 目的 を分配可能 利益 の算
定 と見 る見方 に よる ものである。販売活動の評価 のためには,販 売価格め 目標値 を決 定 し,実 際の
　
販売価格 との差異 分析 を行 な うこ とは有効 であ ろう。 また,販 売活動 に関わる費用について も予算
と実際値 との差異分析 を行 な うこと も販売活 動の評価 のために役立つであ ろう。販売活動の評価の
ためには これ らの差 異分析 が行 ない うるような会計体系が求 め られるであ ろう。
目標値 と実 際値 との葦 異分析 に よって経営意 思決定 の評価 を行 なお うという のであ れば,上 記 の
活動 にかぎ らず,他 の利益が創 出する活動 について も差異分析 が行 ない うるよ うな会計体系 が もと
め られるであ ろ う。 ベ ドフォー ドが外部報 告の ために提案 した会計体系 はむ しろ経営内部 の経営意
思決定 のために役 立つ会計体系であ る といえるであ ろう。
会計は経営者 の経営 効率の計測のために も用い られ うる。 ただ,こ のばあい,経 営者 の経 営効率
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の計測 を内部的 に行 な うか,外 部へ の開示 のために行 な うか,と い うこ とは異な った問題であ る。
それゆえ,ど ち らを日的に選 んだかに よって会計の体系は異なる こ とにな るはず である。 ところで,
内部的 な 目的 で経営効率 の計測 を行 な うの であれば,そ れは単 に計測 しつぱな しとい うもの ではな
ゆ
いであろ う。 その結果 は経営意 思決定 のために用 いられなければな らないであ ろう。 したが って,
内部 目的 で経営効率 の計 測 を行 なお うとい うのであれば,先 にのべ た ような 目標値 と実際値 との差
異分析が行 ない うるような会計体 系が有効 であ ろう。 これに対 して,経 営効 率 の計測 を外部 に開示
するときに機密事項 に属する ような もめ まで開示 しなければならない ことはない。 すなわ ち,取 得
活動,製 造活動,販 売 活動 な どとい った活動 について 目標値 を開示 す る必要 はないであ ろう。 こ
の点につ い て,レ ヴス ンは次 の ようにのべてい る。「……公式 の外部報 告書 に予 算:を織 り込 む方 法
があ る。…… しか し,… …外部利用者 のニー ズにかな り適切 であるば あいで さえ も,… …予 算 を外
　
部利用者へ報 告す る ことは差 し控 える。」 すなわ ち,予 算の開示 に よって競争 相手 に将来 の計画 に
関す る情報 を提供 するこ とか ら損失 を被 る こともあ りうるわ けで,予 算 とか標準 とか 目標値 とかの
機 密事項 の公表は行 ないえないであ ろ う。
外部 への経営効率の計測の開示が行 ないえない として も』,経営者の責任の表明 を行 なわな くて よ
い とい うこ とにはな らない。経営者 の責任表明 とい うこ とを考 えれば,利 益 をた くさん獲得 した経
営者は経 営責任 を よ くはた した と判断 され,少 な くしか獲 得 しえなか った経営者 は経営責任 を充分
にはた さなか った と判断 され るであ ろ う。 また,他 の経営 の管理者 と比較 しての利益 の多寡 はその
経営者 の責任表明 のため に有効 であ ろ う。 この 目的か ら見れば,利 益は,単 に,操 業活動か ら生 じ
た ものだ.けに限 定す る必要 はな く,保 有活動 か ら生 じた もの,す なわ ち,資 産 の価格変動前 にそれ
を手 当て した ことに よる 「原価 節約」 を も含めてみる ことが必要 であろ う。 このばあいの利益は操
業 利益 と 「原価節約」 とを合 わせた経営 利益 が有効な利益 となるであ ろう。 そして,こ の利益 を計
　
測するた めにはそれな りの会 計体 系が求 め られなければならないであろ う。 ここで,プ ロ野 球の監
督 の責任 の表明 の仕方 を例 に して,経 営者 の責 任表明 にイ∫効 な会計体系 を検 討 してみ よう。 プ ロ野
球 の優勝 チームの監督 は他 の敗 れた チームの監督 に較べ てよ く責任 を果 た した といえるであ ろ うか。
その ようにみる ことは早計 である。 た とえば,N監 督 は優勝 できなか ったこ とを理 由に突然,解 雇
された。 だが,N監 督 は将来 のこ とを考 えて,新 人 を鍛 え,じ ゅ つ くりとチ・一ムづ くりをしてきた。
そして,こ の突然 の解雇 のあ と監督 にな ったFは この遺産 を引 き継 いでチー ムを優勝 させる ことが
できた。 さらに,こ .のあ とを引き継 いで監督 にな った0は すでに くいつぶ され た遺産の ために四苦
八苦 している。 このばあい,F監 督 は優勝回数 の多 さゆ えに監督 としての責任 を充分 にはた した と
いえるであ ろ うか。 その多 くはN監 督の先見の明 による ものであ ろう。 分配可能 利益 の大 き さだけ
で経営者の責任 を判断す ることはあ きらかに不公平である。 この点 につ いてペ イ トンは次の よ うに
のべてい る。rAは1914年にある会社 の経営者 であ ったが,戦 争の ために売上が落 ち,収益 があ ま
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り上 らない ことを理 由に解雇 された。 しか し,彼 は その年の8月 ,9月 に非常 に安 い価格 で原材料
を仕入 れておいた。 そ して,12月に景気が回復 し,こ の原材料 をい ま仕入 れるには200,000ドル も
コス トが余分にかか る ように な ってい る。1915年には景気 が引 き続 いて回復 し,Aを 引 き継い で経
営者にな ったBは その年度 に多大な利益 を計上 した。 しか し,こ の多大な利益 の うち200,000ドル
は明 らかにAの 先見 の明に よる ものである。経営者 の責任の表明の ためには,,200,000ドルの増価
ゆ
分は1914年の収益 とすべ き ものであ る。」
経営 者の責任表明の ためには分配可能利益 の大 きさにだけ 目 をうば われてはならない。経営者 の
責任 の表明 のためには会 計は保有活 動 をも充 分に評価 し うる体 系にな っていなければな らないであ
ろ う。 また,他 の経営 との比較 とい っことを考 え るな らば,そ の会計 は,・個別価格 の変動 が充分 に
取 り入 れ られる ような体 系にな っていなければ ならないであ ろ う。 このばあいヂ再調 達原価 に よっ
て価額づ けを行 な うならば,売 上 に対応 する売上原価 はつねに操 業利益 を示 す こ とにな り,販 売 ま
で手元 においてあった資産については保有利益 が認識 され るこ とに なる宅あろ う。売上 に対応 する
売上原価 の計上 がつねに再調 達原価 で行 なわ れるならば,純 粋 の操業利益の算定が行ない うるであ
ろうし,販 売時 まで保 有 していた分の保 有利益 が算定 され うるであろ う。 この保有 利益 は購入価格
と再調達 原価 との差額 であ り,資 産 の価格上昇 前 にそれを手 当て した こ とに よる原価 節約 とい う意
味の利益 である。 このばあい,こ の保有利益 を販売 に よって実 現 した もの と未実現 の もの とに区分
することは無意味 であ る。経 営者 の経営責任表 明 のためには,そ れが,未 実現 であ るか,実 現 した
ものであ るかは何 の意味 もない。 む しろ,そ の保 有利益が前任者 の先見 の明 に よる ものか,現 経営
者の先 見の明 に よる ものかの区別 こそ必要 で,両 者 を区別 しうる会計体系 の創造が もとめ られるで
あろ う。
会計は,ま た,経 営の将来 の了測のために用い られ うる。 その 目的のためには,投 資家 とい う も
のは将来 の経営 フロー水準 に関心 を持 ってお り,そ して,そ の将 来の正味操業 フロー を予測す るた
めに会計資料 を役 に立 てたい と考 えている,と 仮定 すれば,利 益 につ いての説明 ・理論的合理化は
この観点 か らな されるべ きであ ろ う。将来の操業 フロー を予測す る とい う会計 口的 との関係におい
て;利 益 をみ るな らば,保 有利益の生ず るような手持 ちの資産 の価格上 昇は将来の収 益力の増大 を
もた らす とみて,利 益 として取 り扱 われる ことにな る。 すなわ ち,こ の ばあいの利徽 念は 「将 来
　
の操業 フロー を反映す る もの」 と規定 されるであ ろ う。 この利益の計測 のためには新 しい会計体 系
の創造が求め られ るであ ろう。
将 来の フロー とい うこ とを考 え るな らば,レ ヴス ンが い うように,資 産 の価格変 動 をとらえるこ
と睡 要鱗 う讃 産鰍 が上昇するならば・将来の蝿 力は螺 しd寺紳 フ・一献 きく、なる
・と予測 され るこ とにな る し,資 産価値 が下落 するな らば,将 来 の収 益力は低下 して,将 来の フロー
　
は小 さ くなる と予測 され るであ ろ う。 この資産価値の変動 をとらえるためには再調 達原価会計 が有
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用 な会計体 系である と考 えるであ ろ う。 ところで,こ のばあ い,将 来の フローの予測 が資産価値 の
変動 に よって予測 され るとした ことか らして当然に その変動 は現在保 有 している資産 についてQ時
価上昇 ・下 落が問題 になるはずであ って,販 売 済の資産につい ての保 有利益が どれだけあ ったか を
知 るこ とは何 の意味 もない。将来 の フローは現 在保 有 してい る資産につい ての価格 の変動 のみが考
慮 されるべ きである。 この価格変動分 を,レ ヴ ス ンは原価 節約 と呼ん でい るが,こ の価格変動分 を
原価節約 とよぶ のは保有活動 についての評価 を行 な うばあいに有効な用語 ではあ るけれ ども,レ ヴ
ス ンの ように将来 の フロー の予測 を問 うときの呼 称 としては不都合であ る。原価 節約 とい う語 は過
去 の保 有活動 を評価 するば あいの用語 である。 フローの予 測 とい うこ とは将 来の収益 力 を問 うもの
であ ってみれば,別 の呼称,た とえば,「将来 フロー転換 益」 とい った ような呼称 を用 いるべ きで
あ ろう。将 来の フ ロー を予測す る とき,レ ヴス ンは利益 をエ ドワー ズ ・ベルに なら って,操 業活動
に よる もの と・保 有活動 に よる もの とに区分 してい るが・将 来の フローの予測 とい うこ とを問 うと
すれば・利益 として認識す る ものは現在手持の資産 の時価 変動分だけのばす であ る。 したが って,
この 目的のたゆ の会計 は将来 の フロー に転換 する時価変動 分のみ を認識 す る再調 達原価 会計か哨 効
な会計体 系 とな るで昂ろ う。 すでに実現 した保 有利益部分 や操業利益部 分は すでに実現 した過去の
ものであうので,こ れらを区分 して謬識 する必要 はない。未 実現 の保 有利益部分のみ を取 り上げ う
る会計体 系 であ るこ とが必要 であろ う。 ただ,こ こでは便宜 上,実 現 ・未実現 とのべ たが,こ の会
計 体系においては この用語 は不必要 である。 この会計体系 は,将 来の フローに転換 す る現在 手持 ち
の資産 の保 有利益部 分のみ を問題 にする会計体 系なのであ る。
現 行の制度 として行 なわ れてい る会計 は分配可能 利益算定 を主 目的 として行 なわれてい る。 この
会 計は経 営意思決 定,経 営者 の責任表明,将 来 の フローの予測 とい った ことに も用い られ うる。 た
だ,現 行 の会計は これらの 目的 を充分に果 た し うる ような体系 にはな っていない。 そ こで,こ れ ら
の 口的 を充分に果 た した い と考 えるならば,別 の体系 の会計 を創造 する ことが必要 となるであ ろう。
経 営意思決 定の評価 とい うことのためには,目 標値 と実際値 との比較が行 ない うる ような会計体 系
が求め られ るであ ろ うし,経 営者 の責任表明 とい うことの ためには,現 在 の経営者 の責任 が充 分に
表 明 しうる よ うな会計体系が求 め られるべ きであろ うし,将 来 の フロー の予測 とい うことのために
用い タ うζい うの であれば,将 来 の フロー に転換 する可能性 のあ る未実現 の保有利益 を取 り上 げ う
るような会計体 系が もとめ られ るべ きであろ う。 目的が異 なれば,そ のために用 い られる会計体 系
は異な った体 系 とな るはずであ る。・
注{1)N・M・Bedford「lncomeDeterminationTheory,anaccountingframwork,1966」PP.2-3.
(2)RJ.Chambers「BlueprintforaTheoryofAccounting」AccountingResearcn,Vol.6,1955.
〔8》A・C・Littlet6n「Structureof・AccountingTheory,1953」(大塚 俊 郎 訳 「会 計 理 論 の 構 造 」 昭 和49
年P.195)参 照 。
一 目的別 会計 試 論一71
ωL.Revsine「ReplacementCostAccounting,1973」p.30.. ....・.・';・ ・.
(5)E.0.Edwards&P.W.Bel1「TheTheoryandMeasurementofBusinessI廊6血e,1961」(中 西
寅 雄 監 修,伏 見 多 美 雄,藤 森 三 男 訳 編 「意 思 決 定 と 利 潤 計 算 」1964年 参 照):"`・ 『… ・・i.・
:1臨C盤:濃紫鱒9,r幽?岬Er?蝉噸γ醐1毛.・∴"肥i
雛 耀 瀧雛2㌔鷺董噸 岬ρrr脚1岬鯛 網 騨 禽獣脚96r年)
(10)L.Revsine,oP.6it.∫'P二19L'三."・・.'J・;・'・.'i・ ・.:・1.1・.....・ ・….、..
(IDE.0.Edwards&P.W.Bell,op.cit.,p.4(前 掲 邦 訳 書p.3参 照)・"!tt『』1・」t・';"..tt
⑫ibid・,P.25(同 上,P.18参 照):. .・'1、5.・ ∴ ・、・








⑳N・M・Bedford「ExtentionInAccountingDisclosure,1973」P.3(原 田 満 馳 駅 「会 計 デ ィ ス ク ロ ー






鋤N.M.BedfordiTheFutureofAccountinginChangingSociety ,1970」(菊 地 和 聖 訳 「会 計 学 の
将 来 」1972年p.29)







囎E・O・Edwards&P・W・Bell,oびcit.,P.93(前 掲 邦 訳 書P.76参 照)
⑳E。S.Hendriksen「AccountingTheoryReviseded.1977」p.171参 照 。
(3Dibid.,P.171参照 。
㈱E.O・Edwards&P.W・Bell,op.cit. ,p.4(前 掲 邦 訳 書p.3参 照)
働ibid・,P・25(同 上,P.18参 照)
⑳ibid・,P・31(同 上,P.25参 照)
QDib量d・,P・2(同 上,PP.1-2参 照) 一
㈱ib董d.,p.32参 照(同 上,p.25参 照)
㈲N.M.Bedford「IncomeDeterminationTheory」pp.76-82参 照 。





㈱E・0・Edwards&P・W・Be■ ・op・cit・・P・32参 照(前 掲 邦 訳 書PP・?5-36多 照)
.㈹ ・.L?R・v噸 ・qp・・it・,.PP・37-38・.





1・'i・..{.・r:1一,'・ ・.!・ 、『 .'.・ ・1.'
